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要  旨 

本稿は主権者教育をリテラシー・トレーニングとして把握し、そのグランドデザインを提示せんとする試みで

ある。そのねらいは、注目度の割に内実に乏しい主権者教育を人間的資質の育成という側面から把握することに

よって、この教育構想の行方をめぐる議論に一石を投じようとするところにある。 

そのため、学習者にただ単に政治的知識を付与するにとどまる従来の政治教育のあり方をあらため、「書く」、

「読む」、「話す」、「聞く」といった基本的な自己表現能力の育成を通じて、政治的知識を実践的に養成するため

の手法を展開した。そして、そこから学習者の自己肯定感を高めることによって、政治的な参加意欲の増大とい

う主権者教育の政策上の課題に対する一定の方向性をも提示するに至った。 

キーワード：主権者教育、リテラシー・トレーニング、自己表現能力 

 

 

1 問題提起：「主権者」育成のために 

2015 年、公職選挙法が一部改正され、日本国民の選挙権年齢が 20 歳以上から 18 歳以上に引き下げられ

た。それに伴い、主権者教育の必要性が急速にクローズアップされ、従来の政治教育とは異なる「主権者

に求められる力の育成」1の形態を模索する動きがにわかに活況を呈するようになった。文部科学省の検討

チームによる基本方針の提示をはじめ、日本学術会議やさまざまな学会による提言 2、明るい選挙推進協

会など各種団体による若者向け啓発活動の活発化など、その動きは社会のあまねく領域を巻きこみながら

ますます拡大する様相をみせている。加えて、学習指導要領の次期改訂（2022 年度）に際して、主権者の

資質を育むための体験的要素を加味した新科目「公共」が設置される運びとなったように 3、主権者教育の

充実は今や教育行政上の最重要課題のひとつになっているといってよい。ポリティカル・リテラシーの涵

養ばかりでなく、若年層の投票率向上への寄与をも期待されているだけに、その取り組みはきわめて切実

な意味あいを帯びているのである。 

とはいえ、主権者教育への取り組みはいまだ緒に就いたばかりであり、その全体像ははっきりとした

輪郭を帯びているとはいいがたい。どちらかといえば、今もって茫洋としているというのが実情であろ

う。今後の研究活動の積み重ねが求められる所以であるが、目下の状況を閲してみると、どうも気にな

る点がある。それは、この取り組みを促す文章のほとんどが、その目指すところを過剰なまでに喧伝す

る割に、そのための方法論なり具体的な道筋なりについてほぼ沈黙してしまっている点である。文部科

学省が「主権者教育の目的」を、「単に政治の仕組みについて必要な知識を習得させるにとどまらず、主

権者として社会の中で自立し、他者と連携・協働しながら、社会を生き抜く力や地域の課題解決を社会

の構成員の一人として主体的に担うことができる力を身に付けさせること」4 と明確に規定しているの
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をはじめ、この取り組みの理念や目的についてはすでに多くのことが語られている。いや、むしろ饒舌

に過ぎるといっても決して過言ではない。しかしながら、かかる「目的」を達成するには、何をどうす

ればいいのか。今までの政治教育をどのように変えていけばいいのか。何より、これまでのあり方を越

えていくためには、新たにどのようなコンセプトを打ちたてていくべきなのか。走り出したばかりのプ

ロジェクトであるだけに、こうした点が手薄なのは多少は仕方ないにせよ、スローガンばかりが先走っ

て教育現場がもっとも知りたいはずの具体的な情報が文字通り「すっ飛ばされてしまっている」という

のは、いかにも奇異というべきではないだろうか。 

もっとも、主権者教育のヒントとなるべき情報が、今この時点で何ひとつ提供されていないわけでは

むろんない。なかんずく文部科学省が総務省と共同で制作した副教材『私たちが拓く日本の将来』5 は、

来たるべき主権者教育を、「現実の具体的政治事象を取り扱うことに消極的」で「知識を暗記するような

教育」6たる従来の政治教育に対比しつつ、主体的に政治課題に取り組むための能力と意欲を涵養するべ

きものと位置づけている。そして、そのための具体的な方途として、ディベートによる政策論争、模擬

選挙及び模擬投票、模擬議会、模擬請願といった体験型学習の実施を勧め、アクティヴ・ラーニングを

意識した取り組みを多用することの必要性を強調している。これとほぼ同趣旨の提言は日本学術会議な

どからも多数なされているが 7、この程度の話では、新規政策の基軸としてはいかにも平板でインパク

トに欠けていると指摘せざるをえまい。というのも、これらの体験型学習はすでに政治教育や総合学習

のなかで試行錯誤がくりかえされており、事態を打開できるほどの力感と目新しさがあるとはお世辞に

もみなしがたいからだ 8。総務省も半ば認めているとおり 9、主権者教育は今もって何か決定打とでも呼

べそうな教育上のモティーフを今もって打ち出すに至っていない。それどころか、これまでの政治教育

との違いすら、満足に示せないでいるというのが現状なのである。 

そうした現状を動かすには、主権者教育の姿をこれまでとはまったく異なった相貌のもとに描き出そ

うとするのでなければなるまい。そして、そのためには、一種の発想の転換のようなものが求められて

いるというべきであろう。その点、先述の「目的」が、「主権者」としての主体的な問題解決能力という

人間的資質の育成を説いていることは興味深い。資質の育成というのであれば、このプログラムの重点

は、特定の知識の伝達にではなく、むしろこの資質を構成するもっと基本的な自己表現能力――それこ

そ書いたり話したりする力のトレーニングにこそむけられるべきなのではないだろうのか。となると、

政治的教養の育成であったり、現実の政治課題を理解し解決するための行動様式の育成であったりとい

ったテーマもまた、かかる自己表現能力のトレーニングに組み込まれるかたちでプログラミングされる

のが望ましいということになるのではないだろうか。もし仮にこの構想が具体化するとするならば、そ

の時、主権者教育は従来の政治教育と異なり、個々人の人格形成のプロセスにまで立ち入ることによっ

て各人を人間ごと作り変えようとする試み、より正確にいえば、社会のニーズに適合した「主権者」へ

と作り替える大がかりな教育上の取り組みとして姿をあらわすことになるであろう。それはこれまで所

与の前提とされてきた問題領域に着目する作業をとおして、リテラシー・トレーニングとしての性質を

強く帯びた教育的プログラムへとシフトしていくことになるのだ。 

では、そのような意味での主権者教育とはいったいどのようなものなのか。また、それはいかなる可

能性をもちうるのであろうか。これらの問いかけに応答するためには、まずもってリテラシー・トレー

ニングとしての主権者教育の基本構想を可能なかぎり筋道立てて示してみせる必要がある。つまり、「書

く」、「読む」、「話す」、「聞く」といった人間の基本的な自己表現能力を育成するためのプログラムが「主

権者」を作り出していくプロセスを明確にするのでなければならないのであって、しかも、そのプロセ

スをメリットあるものとして示す努力が欠かせないというのでなければならないであろう。一九九〇年

代以降、わが国ではシティズンシップ教育のコンテクストからこうした取り組みの必要性を説くむきが
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一部にみられたが 10、今もってひとつの方向性を作り出すほどの力強さを持っているとはいいがたいし、

何より主権者教育のコンテクストにおいては類似の声はほとんど聞かれないというのが現状である。そ

こで本稿では、今なお方向定まらぬ主権者教育の行方を考える一助となるべく、リテラシー・トレーニ

ングとしての主権者教育の基本構想を作成するにあたって必要となる情報を整理し、その大まかな姿を

スケッチしてみることにしたい。以下、まずはこのプロジェクトの基本方針を確認するところから議論

をはじめることにしよう。 

 

2 基礎条件としての自己表現能力の育成 

2.1 参加意欲と政治的有効感覚の向上のために 

先述の副教材『私たちが拓く日本の将来』は、主権者教育の要諦として、各人が政治問題を理解し構

成して解決するための総合的な力を習得し「主権者」としてふるまえるよう指導することを明記してい

る。それはつまり、政治的事象について筋道を立てて説明する力（説明能力）、何がどう問題なのかを分

節化して構成する力（構成能力）、さらには、一定の根拠に基づいて物事の是非の判断する力（判断能力）

という三つの能力を習得させることを求めているといえる。本論はこれらの能力を、「書く」、「読む」、

「話す」、「聞く」といった基本的な自己表現能力の育成をとおして実現するための手筈を検討せんとす

るものであり、リテラシー・トレーニングのうえに政治的教養を育成しようとするものであるが、議論

をはじめるにあたり、その基本方針についてごく簡単に確認しておきたい。 

まず、主権者教育をリテラシー・トレーニングとして構成するにあたって、もっとも重要視するべき

は各人の「できる」という実感を育むことである。単に知識として「わかる」だけでなく、政治的なも

のについて書いたり話したり「できる」という感覚を体得することによって、各人の自己肯定感を向上

させることは、他者とのかかわりのなかで自発的な表現活動を営んでいくための前提としてぜひとも欠

かせない。そして、その意味で、この「できる」という感覚が政治という集団的な人間関係に参加しよ

うとする意欲を揺籃するモメントになっているということを勘案するならば、その意義はどれほど強調

しても強調しすぎることはないというべきであろう。「主権者」の自発的な参加が民主主義体制下の政治

行為の正当性の源泉であり、主権者教育が若年層投票率の向上という政策上の目的をも負っている以上、

自己肯定感の向上と参加意欲の増大は主権者教育の至上命題とでもいうべきトピックになっている。自

己表現能力の次元から「できる」という実感を育成することは、したがって、その点できわめて有効な

手立てとなりうる可能性を包含しているのである。 

次いで、この「できる」という実感が、各人の政治的有効感覚の向上に結びつくよう工夫することが

求められる。書いたり話したり「できる」という実感は、それじたいたしかに人を活動的にさせるモメ

ントにはなりうるが、それだけでは自己肯定感のうえに政治的に活動しようとする人材を確立するため

の十分条件をなしているとはみなしがたい。「できる」という実感が政治的な人材確保へと結実するに

は、そこにもうひとつのモメント――自分の思考なり行動なりが政治的にそれなりに意味をもっている

という感覚がなければならないであろう。これが政治的有効感覚と呼ばれるものであり 11、政治的有効

性の有無を性急に判断してしまいがちな若年層の態度に一石を投じるには、巷間いわれているように体

験型学習もその一助とはなるであろうが 12、やはりものごとを分節化して冷静に把握し評価することに

よって粘り強く考える能力が欠かせないというのでなければなるまい。要するに、「できる」という感覚

が先述の三つの能力（説明、構成、判断）へと深化するよう促す必要があるのであって、そのためには、

自己表現能力の訓練がこれらの能力のベースとなる論理的思考や批判的思考の育成に結びついていなけ

ればならないであろう。恒常的に政治的有効感覚を向上させて参加意欲を高めることは決して容易なこ
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とではないが、少なくとも、思考停止という短慮を回避することは不可能ではないのである。 

その際、シティズンシップ教育のコンテクストで言語教育を重視することによってリテラシー・トレー

ニングの必要性を指摘している欧米諸国の事例がここで参考になろう。古代ギリシアの昔から弁論術

（Τέχνη Ῥητορική）が政治的素養の基礎とされてきたように、ヨーロッパでは伝統的に言語能力の水準の

向上を論理的思考や批判的思考の前提とする傾向が強い。その傾向は今日でも引き継がれており、言語教

育はいまだにシティズンシップ教育の基礎とみなされているし、「書く」、「話す」といった表現能力の育成

を政治的思考の育成とリンクさせる教育プログラムのあり方がくりかえし模索されている 13。アメリカで

も、「明確に書けることは明確に考えることに通じるし、明確な思考が明確な作文力の基礎である。書くこ

とは人の言葉に対する責任感を高め、究極的には思慮深い人間にする」14 というボイヤーの指摘にあるよ

うに、同様の考え方が一般的で、言語能力向上のための施策がきわめて重要とされている。以下、本論も

この指摘を導きの糸として、まずは政治的事象について筋道を立てて説明する際の基礎となる「書く」能

力に注目し、その育成を図るところからリテラシー・トレーニングとしての主権者教育の手順についてみ

ていくことにしたい。 

 

2.2 論理的能力の基礎としての「書く」＝「考える」 

ボイヤーの言を俟つまでもなく、「書く」ことは考えることに密接にかかわっている。なるほど人間は

言葉を用いて考えているのであって、その意味では、「話す」こと（正確にいえば、一種の自己内対話）

が思考の第一歩であるというべきであろう。とはいえ、思いつきをそのまま吐き出すのではなく、考え

を分節化してひとつの「話」として確定するには論理的思考が欠かせないし、論理的思考を身につける

には、まず「話す」ことよりも「書く」ことに注目する必要があるというのでなければなるまい。「書く」

ことそれじたいが情報を順序立てて整理するためのトレーニングになっているのであって、コミュニケ

ーション能力としての「話す」ことはひとえにこの「書く」ことのうえに成り立っているのだ。リテラ

シー・トレーニングとしての主権者教育は、それゆえに「書く」能力をすべての自己表現能力の基礎条

件として位置づけることになる。この能力を向上させるための取り組みこそがすべての起点となるので

ある 15。 

「書く」能力を身につけさせるということは、要するに作文能力を身につけさせるということだが、こ

こでは特に論理的思考の基礎をなす力の育成を目指しているということを強調しておく必要があろう 16。

一口に作文といっても、目下の目的は、各人が自分の考えを一定の根拠のもとに説明できるようになるこ

と、しかもその説明を他者に理解してもらえるかたちに整理して表現できるようになることにある。した

がって、ここでの指導は、読書感想文のように感性や感受性の育成を中心とするのではなく、一貫したテ

ーマについて分節化して論述できるようにする知性や論理性の育成を重視するのでなければならないで

あろう 17。もう少し具体的にいえば、初学者が陥りがちな「過ち」――ひとつのテーマについて説明しよ

うとするうちに話題がどんどん拡散していってしまい、最終的に何の話だか分からなくなるといった「過

ち」を防ぎつつ、特定のテーマについて順序よく筋道を立てて説明するための構成力をいかに身につけさ

せるかが問題になっているというのでなければなるまい。端的にいえば、論理構成の「型」を育成するこ

とがここでの最大の眼目なのである。 

そのためには、さしあたって、文章というものの構造を確認するところから指導する必要があるとい

うべきであろう。論理的な文章表現を適切におこなうには、ものごとを伝達するための順序というもの

に対する理解が欠かせないのである。周知のとおり、論理的な文章は全体として、話題提起としての序

論、話題についての説明をおこなう本論、話題についての自己の見解を最終的に伝える結論というよう

に、都合三つのモメントからなっているため、論理的思考の養育をはかるうえでは、まずはこれらのモ
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メントのそれぞれの性質について確認することがその第一歩となる。そしてそのうえで、これらのモメ

ントの相互の関係を説明するなかから、文章を論理的に構成するための手順を示してやることが効果的

であるといえよう。つまり、序論・本論・結論の順番のとおりに文章を作成するのではなく、話題の拡

散を防いで本文の出発点と着地点の内容を合致させるために、序論の内容を確定させたうえで、本論を

飛ばして結論の内容を先に検討するように指導するのである。こうしてしまえば、話題を展開する部分

としての本論の構成上の役割を把握させることにつながるばかりか、結論導出のために必要な情報を適

切に配置するという本論の作り方もより容易に実感できるようになるであろうし、先にあげた「誤り」

を防いで文章を論理的に構成することの重要性を学ぶことができるというべきであろう。文章を論理的

に構成するということの意味と意義を確認するにはほかにもいろいろなアプローチが可能であろうが、

いずれにせよ、文章作成を指導するにあたっては必ず欠かすことのないようにしたい。 

そのうえで、実際に文章を作成する作文のトレーニングをおこなうことになるが、論理構成の「型」

を体得させるためには、「言いたいことを分かりやすく伝える基本の型」について「その型通りに文章を

書かせるというやり方」18 が有効であるといえよう。ここでは、実際に長年にわたって作文指導の実践

を積み重ねている名和の「型作文」のアイディアにならい、次のような「型」の作文を実施することに

したい。教材として使用する作文用紙は、序論・本論・結論の三部からなり、まず序論の部分は一行か

つ一文でテーマの提示をおこなう場とする。その際、最初は「～は、以下の三点である」という形式と

し 19、「～」の部分にテーマを簡潔に表現させるとともに、「三点」と明記して、後述の本論に盛り込む

「内容の数」＝段落の数も明記することにする。次いで、本論であるが、三つの段落に分かって最初の

段落を四行とし、最後の段落のみは五行としたい。ひとつの段落でひとつの話題を展開するものとし、

テーマについて説明するにあたって必要な情報を三つ記述することとするが、もっとも重要な情報を記

載する段落を最後にもってくることとする。最後の段落のみ五行となっているのはそのためである。な

お、段落ごとの性質と論理展開を明らかにするために、段落冒頭にそれぞれ「まず、次に、最後に」と

いう接続詞を付し、段落内も冒頭に「端的でかつインパクトのある名詞句」20を記した簡潔なトピック・

センテンスを提示し、徐々に詳細かつ具体的な内容を展開する結構となるようにする。そして、結論は

序論と同様一行かつ一文とし、序論の内容と一致したものとして簡潔にブレなくまとめるために、序論

よりもさらに短い文章でまとめる。もっとも、ここであげた各部の分量については、あくまでも当初の

基礎的なトレーニングを想定したものであり、内容と学習者の能力に応じて適宜変更を加えてよい。 

この「型作文」で「書く」ように指導する内容については、主権者教育の目的にかんがみて、基礎的

な政治的概念とする。ここでの眼目が自己表現能力を養いながら政治的知識を習得するところにある以

上、政治的知識のうち最初に教授するべき政治上の基礎概念をリテラシー・トレーニングの冒頭で扱う

ことはそれほど不自然なことではあるまい 21。もっとも、実際の学習の流れについては、以下のとおり

三つの段階に分けることができよう。まず、第一段階では、ウォーミングアップとして、「型作文」を紹

介してその意図と形式になじんでもらうための純然たる作文の授業となる。「型」への慣れが学習の目的

となるため、論題は政治的な内容である必要はなく、学習者が取り組みやすいとおもわれる内容を選ぶ

ようにしたい。この段階は、したがって、あくまでも準備段階である。次に、第二段階では、政治学の

教養の基礎となる国家や議会のような形式合理的な政治機構の性質と意義について説明し、たとえば、

「国家が必要な理由は何か」といった先に説明した内容に関連する論題を課して「型作文」をさせる。

これによって、政治機構の役割や性質に関する情報を単にインプットするばかりでなく、アウトプット

を交えて主体的に整理し知識として消化する効果が期待できよう。そして、最後に第三段階であるが、

ここでは自由や民主主義のような抽象的な政治概念についての説明をおこない、「自由の特徴は何か」と

いうような「型作文」を課すことによって、かたちのうえでは第二段階と同じトレーニングをおこなう。
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かかる抽象的な概念の作文は若干難易度が高いようにおもわれるが、今後の学習のためには必須の領域

でもあるので、苦手意識を持たれないように特に意を用いて指導していくようにしたい。これらの段階

をとおして、「書く」ことのルールを習得しつつ、イメージしやすい概念からより抽象的な概念へと学習

対象の幅を広げていくことによって、着実に「できる」という実感をもてるようにしていくことが、こ

こでの主要な目的となる。 

その際、「型作文」の作成のための補助教材として、名和の「下書き構想図」にならって構想チャート

を利用することにしたい。構想チャートとは、「型作文」を作成するための思考のあり方をトレーニング

するべく、思考の順序に沿って必要な情報を整理していく自己作成資料である。ここでは、まず序論の

「～」、すなわちテーマについての自分の考えを一語で記載し、この一語をもとにして序論と結論にあた

る文章を各一行で作成する。そのうえで、本論の構成要素として、結論を導き出すために必要となる三

つの情報をごく「簡単な言葉」で記述し、続いてそれらの情報について各々三行ずつ「より詳しく具体

的に」明記したうえで、それら三つの情報の優先順位を確定する。そして、最後に、各段落冒頭のトピ

ック・センテンスのための「インパクトある名詞句」を検討すれば、「型作文」に必要なパーツが出来上

がるというわけだ 22。第一段階の最初だけは作文の難しさを実感できるよう、チャートなしで「型作文」

を課すのが望ましいが、それ以後は必ずこのチャートを各自に配布のうえ、事前にチャートを作成して

から「型作文」にとりかかるよう指導することにしたい。個々の学習状況を確認するためには、指導者

は「型作文」だけでなく構想チャートをも提出させたうえで、文章構想のあり方に加え作文の内容・表

現をチェックして添削と改善案の提示できるようにしなければならないが、文章構成のための課題を共

有するためには、添削作業から浮かび上がってきた問題点を全体的な講評というかたちで授業をとおし

て公表するのも有効だろう。そのうえで、「型作文」とチャート返却の際に個別的な問題点を指摘して再

提出を促し、再提出されたものをさらにチャックするという作業をくりかえすことになるが、これら一

連の作業によって、最終的には、論理的表現力のトレーニングの習慣化をはかるとともに、論じるべき

内容を知る必要を実感させる方向に誘導していけるようにしたい。「読む」ことの必要性への自覚を促す

のである。 

 

2.3 批判的思考の基礎としての「読む」 

「書く」ことを含め、およそ自己表現というものは情報なしには成り立ちえない。そして、情報を収

集するには「読む」作業が欠かせない。単なる感想文以上の内容を作文するよう促すのであれば、なお

のこと正確な情報を収集してインプットするための方法論をしっかりと伝達して実践するよう促す作業

が必要になるというべきであろう。その際には、むろんただ漠然と資料収集や読書を促すのではなく、

「読む」ことの理由と意味を確認しつつ、「読む」ための材料を収集する方法と「読む」スキルを向上さ

せるための方法の双方を紹介し、実際の読書と作文作成の作業をとおして「読む」ことが役に立つとい

う実感を持たせるよう指導することが望ましい。他方、「読む」ことをとおして心のうちに情報を「書き

入れる」かたちでインプットするということは、ものごとを対象化し論理的に構成して把握する能力の

向上にも結びついており、その点でも、「書く」ことによる論理的思考の涵養のためのベースをなしてい

るといえよう。「書く」ための情報を収集するとともに論理的に考えるためのヒントを得ることこそ、「読

む」能力を習得するうえで期待できる非常に重要な効果であり、これらの効果を体得させ習慣化させる

よう指導することがここでの大きな目標となるのである。 

まず、思考訓練としての「読む」トレーニングは、各自が上述の「型作文」で扱った政治的な基本概

念についてさらに詳しく理解するべく、「読む」ことの必要性を確認するところからはじまる。本来であ

れば情報媒体の種類を紹介して接し方（あるいは入手方法）を逐一説明するというのが手順であろうが、
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ここではそうしたリテラシー的な側面については後回しとし、まずは政治学上の基本的な文献（概説書

のようなものでよい）をテキストとして指定し、どのように読むべきなのかをレクチャーすることにし

たい。というのも、「読む」ことを促すにあたって、学習者が最初に感じる困難のひとつは、さしあたり

「何を」よりも「どのように」読んだらいいのかということだからだ。とりわけ「考える」ことを促す

ために接するべき文献となると、必ずしも近づきやすいものではないし、何より一読してすんなりと呑

み込めるものでもない。それどころか、理解しながら読みこなせるようになるにはそれなりに時間がか

かるし、あまつさえ習慣化するとなるとかなりの根気が必要で、決して独力で気楽に取り組めるような

類のものでは決してないのである。テキストの内容によって具体的な方法は変わってくるが、「読む」た

めのレクチャーとしては、テキストの構造を説明し、要点の指摘の仕方を例示することによって、何が

どのように明らかになるのかを追体験できるようにしてやる必要がある。一緒に「読む」とともに、一

緒に「考える」ことによって、可能なかぎり学習者自身が「できる」ようになることを感覚的に体験さ

せるよう誘導するのである。 

もっとも、この追体験をとおして「考える」次元を拡大するとともに、情報を能動的にとることの意味

と意義とを実感できるようにするには、学習者の理解度をより正確に把握するのみならず、個々のニーズ

に対応する指導が欠かせない。そのためには、学習者一人ひとりの学習度あいを管理するとともに、学習

者にも自分の学習成果を可視化して確認させるという点で読書カードの導入が有効であるといえよう 23。

上記の目的からすると、ここで用いられるべき読書カードは「目的・内容・成果・疑問・対応」という五

つの項目のもとに構成できる。まず、「目的」として、三行ほどで何を何のために読むのかを明記させる。

それによって読書の目的を文章化＝可視化して問題意識を常に確認できるようにする。次いで「内容」で

あるが、ここには読んだ内容についての要旨を七行ほどの分量でまとめさせる。ただし、要旨であって要

約ではないため、文章の単なる縮約ではなく情報として必要となる箇所を重点的に記載させるためのもの

となる。そのうえで、「成果」において、読書をとおして当初の目的をどの程度達したのかを一行でごく端

的に表記させ、さらに目的に即した読書による成果を五行で箇条書きさせる。成果に乏しい場合はその理

由をさらに五行ほど記述させることによって、問題点の意識化と可視化をはかる。そして、「疑問」におい

て、読書をとおして生じた疑問を箇条書きで三点、それぞれ一行で書かせることによって、単に鵜呑みに

することなく情報に接すること、少々大げさに言えば、批判的に情報に接することの習慣化をはかれるよ

うにする。最後に、「対応」では、一度提出したこの読書カードに記載された添削者からの指摘にどのよう

に対応したのかを明記させる。これによって、学習者自身の学習のあとを検討させるとともに、さらなる

課題を自覚できるよう促せるようにするのである。 

実際の指導に際しては、最初に読書カードの構造を説明し、そのうえで上記の指定テキストについて

学習者と一緒にカードを作成してみると誤解なく使用意図が伝えられよう。こうした体験のうえで、今

度は別のテキスト（いくつかのテキストのなかから各自の関心に沿って選ばせるかたちをとってもよい）

で読書カードを作成させ、指導者が添削し、さらに「対応」をさせるという手順へと入ることになる。

このサイクルは時間の範囲内でできれば多くこなすことが望ましいが、以下の二点については確実に指

導できるようにしたい。 

一つは、特に読書カード利用の最初の段階での話であるが、「目的」と「内容」を明確かつ適切に表現

できるようにとりわけ注意して指導することである。先述のとおり、政治学関連の文献は必ずしも読み

やすいものでないことが多いし、そもそも読書習慣のない学習者にとっては内容を把握することも、そ

してそれを表現することも容易いことではない。とはいえ、主権者教育がなかんずくこうした学習者の

いわば「底上げ」を使命としている以上、読書の「目的」をはっきりさせ、それに沿って「内容」を理

解させて要旨をまとめられるようにするには、それなりの時間と工夫が必要となってくる。たとえば、
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必要とおもわれるキーワードをピックアップさせ、これらをつなぎあわせるかたちで作文させる要旨形

成のための方法論を教授するなど、場面に応じて全体へのレクチャーが求められるかもしれないし、特

に時間をとって個別に指導しなければならない状況も考えられる。この「内容」把握に関しては、メリ

ハリをつけて情報をまとめる（ということは、状況を正確に判断する）訓練にもなるため、意識して綿

密な指導をおこなう必要がある。 

そのうえで、二つ目には、「成果」と「疑問」に注目し、合目的的な読書体験になっているかどうかを

チェックすることである。「読む」ことが有用であること、さらには論理的に考える能力を育成すること

につながっているということを実感させるには、「成果」と「疑問」が説明できているか、また、以前よ

りもより明確かつ正確にできるようになっているかを学習者に強く意識させることが求められる。特に

「疑問」については、最初のうちは何がわからないのかわからないという事態も十分に予想されるので、

読書をとおして引っかかったところ、よく理解できないところなどをピックアップさせるなどの指導が

有効となろう。こうして何がわからないのかを強く意識させ問題を提出できるようにするには、提出さ

れた読書カードに疑問に対する対応策をコメントするなどして返却し、「反応」での記載を促して、再提

出された読書カードのチェックによってその成果を確認するといった対応が考えられる。いずれにして

も、わからないことを「わからない」ままにさせず、少しでも「わかる」へと転換させるように方向づ

けてみせることが重要となる。 

こうしてみれば、「読む」ためのトレーニングは内容把握をとおした読解力および論理的表現力を点検

する作業が中心となり、添削を通じた個別指導が大きなウェイトを占めることになるといえよう。ただ、

個々の対応をとおして浮かび上がってくるさまざまな問題点や優れたカードの事例などは、全体のレク

チャーの際に紹介してコメントすることによって、各自の取り組みのためのヒントとして活用できるし、

またそうするよう指導することも重要であろう。くりかえし指摘しているように、読書カードは疑問の

明示や反復をとおしての批判的表現力（問う力）を涵養するためのきっかけをなすものであり、その意

味では、論理的能力の基礎としての「書く」＝「考える」を深化させるために決定的に必要な「読む」

＝「考える」をトレーニングする取り組みの要をなしている。そのため、読書カードの指導は可能なか

ぎり入念かつ注意深くおこなうことが求められるが、最終的には読書カードを独力で作成できるように

指導し、学習者が読書カードならぬ読書ノートを用意して自身で作成する習慣ができるようになれば理

想的であろう。もっとも、そこまでいかなくとも、「書く」作業から「読む」トレーニングへと移行し、

そこで「考える」ための一種の「文法」を体験するとともに、政治についてより理解し考えられるよう

になったという実感から自己肯定感を引きあげ、関心を高めることによって参加意欲を上昇させること

につながれば、リテラシー・トレーニングとしての主権者教育のいわば基礎編は十二分にその使命を果

たしたことになる。ここで章を改めて、次にこの教育プログラムの次の段階、問題構成能力の育成のた

めの取り組みについてみていくことにしよう。 

 

3 必要条件としての問題構成能力の育成 

3.1 政治的問題を構成するために 

リテラシー・トレーニングとしての主権者教育の端緒をなす取り組みとして、ここまで基本的な自己

表現能力としての「書く」、「読む」のトレーニング方法のあり方を検討してきた。アーレントに倣って

政治を各人の「あらわれ」の場とするならば、まさにこうした自己表現能力こそ「あらわれ」のための

第一条件であり、その出発点になっているといえよう。とはいえ、以上の取り組みは主権者教育が予定

している三つの能力（説明能力、構成能力、判断能力）の涵養のうち説明能力の基礎部分に触れている
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にすぎない。ここでは与えられた課題について検討するばかりでなく、さらに自分自身で何がどのよう

に問題なのかを把握し表現する能力としての構成能力の習得が求められているのである。政治を漠然と

した「よくわからないもの」から操作可能な対象とし、政治への関心と意欲を向上させるのみならず、

政治的有効感覚を形作るには、かかる能力の習得こそが必須であるというべきであり、その意味では、

主権者教育のいわば必要条件になっているといっても決して過言ではあるまい。以下では、そのために

方途として、さしあたり情報収集の仕方と問題構成の方法を紹介し、問題理解のための情報収集能力と

問題構成のための情報整理能力を涵養するための筋道を提示してみたい。そのうえで、「読む」ことと

「書く」ことをより自立的かつ高度なかたちで実践できるようになるためのトレーニングとして、政策

課題レポート作成へと至るプロセスについてみていくことにしよう。 

先述のとおり、「書く」ためには「読む」ことが必要となるが、「読む」ためにはその対象たる情報媒

体を選び出して入手する（あるいは接する）必要がある。そして、情報媒体にスムーズにアプローチで

きるようになるには、それなりのリテラシーが求められようし、もう少しいえば、若干の経験が求めら

れるというべきであろう。とりわけ、政治に関する情報は、その量も実に膨大な数にのぼるし、質の面

でもはっきりいって玉石混交で、何もわからずにいきなり飛び込んでしまうと膨大な情報の山の中で何

をしていいのかわからなくなってしまうといっても決してオーバーではないであろう。そのうえ、昨今

では、情報媒体といっても、印刷された文字媒体にとどまらずインターネット上の電子媒体に至るまで

その形態はきわめて複雑化し、アクセスの方法も以前よりはるかに煩わしくなってきている。その意味

では、情報に接する側の能力がこれまでになく試されるようになっており、情報リテラシーの重要性は

かつてないほど高まっているというのがわれわれの直面している現状なのである。そうである以上、学

習者の理解をはかるべく、情報媒体に関わるリテラシーを育成することは、主権者教育をおこなうにあ

たっては、避けられない課題になっているというべきであろう。 

この課題にこたえるには、まずは情報媒体との接し方についてのヒントとなる情報を紹介する必要が

ある。これじたい詳細な考察を要する大テーマであるが、ここでは最低限必要となる三つのポイントに

ついて絞って確認しておきたい。第一に、情報媒体の性質を認識し、問題の構成要素となる基本的な資

料を直接確認できるようにすることである。もう少し具体的にいえば、一次資料と二次資料の性質と重

要性の違いを理解したうえで使いこなせるようになることである。現実の政治的事象を把握するには二

次資料ばかりでなく一次資料に直接触れて情報を確認することが必須であるため、とくに一次資料につ

いては資料へのアプローチの仕方からはじまり、グラフやデータの読み方、資料分析の仕方を含めて、

何らかの資料の実物をもとに説明することが望ましい。次に第二には、利害対立や党派性を踏まえた資

料の収集と読解を促すことである 24。ヴェーバーの価値自由論を持ち出すまでもなく、政治について取

り扱う情報媒体にはすべからく一定の価値観が投影されているのであって、読み手の側もまたこのこと

を自覚したうえで接するのでなければならない。そのうえで、政治的事象についての資料を収集して読

解するにあたっては、必ず相対立する見地の情報の双方に触れるよう指導することがこの場合は必要と

なろう。政治をめぐる多角的な理解と反証可能性への理解を促すには、論争的なテーマに関する相対立

する情報媒体の現物を提示するとともに、文献のリストを提示して主張の対立関係の多さとその理由を

紹介するようにしたい。最後に第三は、情報の「ありか」についての基本情報を提供して、その利用法

を紹介することである。紙媒体から電子媒体に至るまで、また、政府資料から個人ブログに至るまで、

政治的事象に関する情報媒体の種類はきわめて雑多であるため、それぞれの情報媒体としての性質につ

いての説明が欠かせない。そして、それぞれの媒体への接触・入手の仕方、情報間の優先順位のつけ方、

入手した記録の仕方など、多方面からの情報を整理して活用するための方法論を可能なかぎり具体的な

かたちで提示してみせることによって、学習者の実際の情報収集にあたって役立てられるようにするこ
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とがここでの重要なポイントとなる。 

次に、上記の情報をもとにして、実際に情報媒体に接して必要な情報を収集するよう促したい。先に

述べたとおり、この作業に習熟するには一人ひとりの実践が欠かせないし、情報の山を前にして学習者

に達成感を持たせるようにするには、そのためのサポートを学習者に並走するかたちでおこなうことが

ぜひとも欠かせない。そのための取り組みとしては、まず特定の具体的な政治的問題を指定してその詳

細について自分で調べるよう指示し、その行程をチェックしていくことが考えられよう。その際には、

学習者が情報収集のためにどのような作業をおこなっているか、どのようなかたちで情報を吸収して整

理しているのかを適宜チェックすることによって、こうした主体的な学習を安定飛行させることが重要

なポイントになる。そのため、作業のはじめに行程チャートを作成させ、作業の達成度合いを可視化す

るとともに情報共有が図れるようにしたい。「目標・課題・成果」によって構成される行程チャートには、

まず「目標」で何をどこまで調べるのかを明記させ、「課題」ではそのためにどのような文献や資料を調

査するべきなのかを記入させる。そして、収集したうえで解読した資料についてはまず読書カードで内

容をまとめさせ、そこから分かったことを「成果」で記入していくことにする。それによって、どの程

度の情報を収集するのかという目標、実際に現時点でどれくらい到達しているのかという達成度、目標

達成までどれくらいの作業が必要となるかといった見通しを立てられるように指導していくのである。 

以上は、一義的には、情報収集のためのリテラシーを学び、資料収集のやり方を実践することによっ

て、自力で情報にアプローチできるようにするためのものであり、証拠にもとづく論理的構成を可能に

する知識の習得を目的としている。ただ、こうした取り組みは、同時に政治という事象の特殊な性格を

理解するうえでも大きく裨益するところがあるといよう。政治的情報が党派性を帯びているということ

を知るものは、政治というものが立場によってさまざまに解釈可能なカメレオン的性質をしていること、

ほぼ必ず対立する見方を伴う（あるいは異論を呼び起こさずにはいられない）営みであること、そして

そうである以上、観察に際して単視眼的な見方をつとめて排除し複眼的な視座を意識的に確保しようと

するのでなければならないということを知るようになる。そして実際に、さまざまな情報媒体に触れる

ことによって、政治のこのような性質を物証をとおしてよりはっきりと認識とともに、そうした一筋縄

ではいかない現象との関係の仕方について考える機会をえることができるのである。してみれば、この

機会をとおして、指導する側も、これまでに学んだ政治概念が現実にはかかるメカニズムとダイナミズ

ムのもとで作動していることを指摘しつつ、こうした不安定な性質であればこそ、その行方をつねに考

え続ける必要性が生じていることを強調することが望ましい。現実政治への関心を高めるなかから、政

治的問題についてさらに知りたいという意欲へと結びつけるためである。 

 

3.2 政治的問題の構成方法 

政治的問題について語るにはその素材としての情報の収集がむろん欠かせないが、雑多な情報の塊を

整理して一つの問題へと見通しの利くかたちに構成するにはそれなりの方法を習得する必要がある。よ

り正確にいえば、何がどう問題なのかを明確にし、考えられうる対応策を検討して提示できるようにす

るための方途に関する学習が求められるわけだが、一口に政治的問題といってもその種類はきわめて多

岐にわたる。そのため、ただ漠然と学ぶといっても、さしあたりどこからどう手を付けていいものやら

皆目見当もつかないということになりかねまい。政治的問題を構成する手順を習熟させるためには、し

たがって、まずは政治的問題をいくつかのタイプに分類し、比較的アプローチしやすい問題から複雑で

込み入った問題へと段階的に理解させるやり方が有効であるといえよう。ここでは政治的問題を三つの

タイプ、すなわち、二項対立のかたちで把握可能な解決方法の求めやすい問題、解決に相応の背景知を

要するポレミカルな問題、抽象的で一義的な解決方法が容易には見出しがたい問題に区分し、それぞれ
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の問題の性質と構造を説明しつつ問題チャートを作成させる作業をとおして、学習者が主体的に問題を

構成できるようになるための準備作業をおこなうことにしたい。 

まず、基礎編となるタイプの政治的問題についてみていこう。最初に取り扱うタイプはとにかく「わ

かりやすい」性質のものであることが望ましい。「わかりやすい」というのは、何がどう問題であるのか

が一見して理解できるものであること、すんなりと入り込めるよう適度に身近な話題であること、そし

て、解決方法が一義的に明確であることを指している。もう少しいえば、具体的なデータの提示によっ

て説明のつく問題、しかも白黒はっきりつけやすく二項対立化しやすい問題ということになろうが、そ

の具体的な事例となると、たとえば、各種の税率（消費税やたばこ税、ガソリン税など）引き上げの是

非などがあげられよう。この種の問題を取り扱う場合には、「解決方法、背景、効果予想、解決策」とい

う四つの項目からなる問題構成チャートを用いて問題の構成が説明とともに分節化＝可視化できるよう

にしたい。最初に、「解決方法」では、一文程度で施策に対する「是」か「非」の選択が決着の方法であ

ることを説明して記載させる。次いで、「背景」では、かかる施策がどのような必要性から立案されるに

至ったのかを説明して記載させる。ここでは、制度や考え方のような抽象的なトピックを抜きにして、

あくまでも現状（あるいは将来）の必要性という観点から問題が登場するに至った具体的な理由を示す

ことが求められる。また、問題の輪郭をはっきりさせるとともに一義的な解決の見通しを示すためにも

具体的な数値のデータが示せることが望ましいだろう。そのうえで、「効果予想」では、問題解決のため

の施策の実施によって予想される結果と不実施によって予想される結果の双方を対比的に説明して記載

させ、双方のメリットとデメリットを検討させて政策課題の相対的性格と反証可能性について認識でき

るように指導する。最後に、「解決策」の項目については説明を加えず、前項の比較考量の結果どちらの

解決策をとるのかを選択させ、その理由をデータなどの資料を参照にしつつ記載させるようにする 25。

そして、選択した解決策から派生してくるであろう今後の課題についての見通しを検討させて、政策の

選択が問題の「終わり」ではなくむしろ「始まり」であることを理解させられるようにしたい。 

次に、発展編となるタイプの政治的問題は、必ずしもこうした二項対立のシェーマでは説明できない

性質のものとなる。具体的には、解決にあたってその歴史的あるいは制度的な背後関係への知識抜きで

は語りえない問題、数量データのような客観的な指標に加えて思想的な対立を反映した問題などがあげ

られようが、要は問題解決の見通しを示すのにそれなりの学習を要する内容のもの、たとえば、憲法改

正問題などがその典型であるといえよう。この種の問題になると、単に数量データをもって説得力をも

たせることは難しくなるし、万人が納得させられるような一義的な「正解」を導き出すことはほぼ不可

能に近いため、問題の骨子をよくよく認識させたうえで自分なりの見解を提示できるようにすることが

指導のポイントとなる。したがって、ここで用いるチャートも「問題、背景、選択肢、効果予想、解決

策」という項立てとし、「問題」で何が問題になっているのかを確認して端的に論点を整理させることに

よって、議論の拡散を防ぐところから入ることが望ましいといえるだろう 26。そのうえで、「背景」では、

問題発生の背景を歴史、制度、思想といった側面から多角的に学ぶよう指導し、対立状況の発生と展開

の様子を時系列的に図式化して理解するよう促すようにしたい。その際、状況や立場によって問題のと

らえ方が大きく変わってくること、それゆえに唯一の「解」ではなくさまざまな解釈が並立しうること

を実際のケースをもって実感させる必要がある。そして、「選択肢」では、さまざまな解釈＝見解を整理

して問題にアプローチするための複数の選択肢をあげられるようにする。考え方のヒントとしては、い

くぶん問題を単純化することにはなるが、まずは大まかな対立軸から二項対立的な選択肢をあげて、そ

れらをもとにしながらいくつかの異なる見解を選択肢化していくことが学習のうえではヒントになろう。

つづく「効果予想」において、それぞれの選択肢のメリットとデメリットをあげたうえでどの選択肢が

より妥当性をもちうるかを比較考量することになるが、ここでは単にどれが良くてどれが悪いかという
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かたちで選択肢を切り分けるのではなく、選択肢の要素を組み合わせて新たな選択肢を創り出すことも

視野に入れて取り組むよう指摘しておきたい。その事例を紹介しつつ実際にそうした組み合わせを検討

させるなどしたうえで、最後の「解決策」において、数ある選択肢のなかから自身の見解を提示できる

ように指導する。ここでは自身の選択の論拠を明らかにさせるとともに、他の選択肢に対する優位性を

しっかりと説明できるように、例示をもとにしてイメージできるよう促していくことが求められよう。 

そのうえで、話題はいよいよ即応困難な政治的問題について扱う応用編へと移っていくことになる。

即応困難とは、問題を二項対立のシェーマで補足することが難しく、かつ一義的な解決が短期的には容

易に提示しがたいうえ、どちらかというと仮説的な次元で解決方法の想定せざるをえない高度に抽象的

な性質のことを指している。さらにいえば、解決策のための導きとなりそうなデータや情報を決定的な

かたちで提示できないために取り組みがどうしても曖昧とならざるをえない問題、あるいは取り組みに

長期のスパンを要し短期的な成果や効果が見出しにくい問題といえようが、今日の状況では、環境問題

や原子力政策のように科学的に未解明な要素の多く息の長い対応が必須となる問題がその事例としてあ

げられよう 27。この種の問題は一義的に解決への糸口を見いだせるとはいいがたいところに特徴がある

が、ここではあえて解決のためのチャートを「問題、背景、選択肢、効果予想、解決策」というかたち

で設定し、まずは「問題」において、何がどのように問題とされているのかを確認するところから入る

ことにしたい。問題の性格によっては、問題とみなしうるか否かそれじたいがポレミカルな論争となり

うるため、他のタイプと違って、このタイプでは問題提起にまつわる問題を整理するべく、何がどのよ

うに問題とみなしうるのか、また、そこにどのような論争があるのかを具体的に説明していく必要があ

る。そのうえで「背景」では、そうした問題の原因とみなされるものが何かを提示していくことになる

が、それじたい一義的に決定できないケースも考えられるため、ここでも論争を提示しながらの説明と

いうことになろう。そこからさらに「選択肢」では、問題の現状をデータなどで把握して分析するなか

から、考えられうる現実的な処方を検討するやり方を説明するばかりでなく、こうした場合に有効とな

りそうな問題へのアプローチの仕方そのものについて考えるよう促すことが非常に重要なポイントとな

る。その際には、類似の問題で採られていた方法などを参照させながら思考を促すなど、考えるための

ヒントを与えつつ複数の対応策を選択肢として示すことができるように誘導していきたい。そして、「効

果予想」では、それぞれの選択肢について何時の時点までに何がなされうるのかを予測して、どのよう

な効果が得られると考えられるのかを明らかにし、それらを比較考量してそれぞれのメリットとデメリ

ットが理解できるようにする。そこから「解決策」では、まずどの問題をどの理由で優先させるべきか

を説明させ、とるべき選択肢を選ぶよう指示することになる。そのうえで、政策の実施期間とターゲッ

トを明確にして施策の再検討時期をあらかじめ設定するよう促しておきたい。というのも、この種の問

題では、政策のいわば「賞味期限」が短く、過去の施策が新たな問題を誘発することも少なくないため、

状況に応じて柔軟に対応することの必要性を認識させる必要があるからだ。したがって、この種の困難

な問題については、こうして選択した政策をつねに見直すことの重要性を強調し、現実に柔軟に対応す

ることをとおして長期的に向き合う態度を涵養することが望ましい。 

以上、主権者としての構成能力を育成するための一助として、政治的問題のタイプを三つに分けてそ

の性質と特徴を紹介してきたが、これはあくまでも理念系のごときものであり考え方のヒントとして提

案したものであるにすぎない。現実には、政治の世界で語られる問題はこれらのタイプが重なり合って

いたり、これらのタイプとはおよそ様相を異にする性質のものである場合も多い。ただ、この手の問題

には、アプローチしやすいものからしにくいものまで「難易度」に著しい差があるのは確かであるし、

「難度」が上がればあがるほど論理的思考と批判的思考をフルに活用させなければならなくなるという

ことは間違いない。となれば、ここで一定の「型」に接して考え方のパターンを学ぶことには、やはり
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一定の意義があるというべきであろう。もっとも、以上の取り組みは、チャートを作成しながらできる

だけ学び手に考えるよう促す仕組みになっているとはいえ、あくまでも政治的問題を構成するのに必要

な情報を提供するいわば準備段階であるにすぎない。この準備作業をステップとして、学習者はいよい

よ自分自身で問題を構成して表現するという「読む」ことと「書く」ことをより自立的かつ高度なかた

ちで実践するトレーニングへと誘われていくことになるであろう。以下、政治的問題に関するレポート

作成のための指導についてみていくことにしよう。 

 

3.3 政治的問題レポートの作成のために 

先に見た「書く」ためのトレーニングは、論理的に筋道を立てて自身の考えを表現するところに重点

が置かれていた。以下の取り組みもまた、基本的にはその流れに沿うものであるが、ここではさらに歩

をすすめ、与えられた課題について指示されたとおりに文章を作成させるのではなく、これまでに学ん

だ情報をもとにしてみずからテーマを設定し、自身で資料収集したうえで文章を構成して政策課題レポ

ートを作成させるところへとむかっていくことにしたい。「書く」ことのいわば応用編であり、「書く」

ための基礎的なトレーニングで培った論理的思考力をさらに発展させて、より論理的で緻密な議論を展

開するための記述の技法を周知するとともに習熟させることがその眼目となる。のみならず、先にレク

チャーした政治的問題の構成を文章構成の過程で経験させることによって、批判的思考力を実践的に涵

養することもまたここでの目的のひとつになっているといってよい。こうして「書く」ことのさらなる

実践をとおして具体的な政治的問題としての政策課題を表現するための能力をブラッシュアップしてい

くことは、次いで「話す」こと「聞く」ことの育成というリテラシー・トレーニングとしての主権者教

育が向かうべきさらなる方途への道筋を切り開いていくことにもつながるであろう。そのための第一歩

として、まずは政策課題レポート作成のための前提としてのレポート構想の方法を確認するところから

みていくことにしよう。 

政策レポートを作成するには、さしあたりレポートと呼ばれるものの性質と構成を確認しておく必要

がある。先に「書く」ためのトレーニングとして「型作文」の作成をおこなってきたが、レポートは、

これまでの取り組みとは論理的に筋道を立ててひとつのテーマを説明する点では重なるものの、その性

質と構成においておよそ様相を異にしているといってよい。前者が比較的短い文章で簡潔に思考を整え

るところに眼目を置き、基本的な政治的概念を表現することをもっぱら課題としてきたのに対して、後

者はそれよりもはるかに多い字数を費やして具体的な政策課題について論理的に説明したうえで、自身

の見解を提示しようとするものになっているのである。いきおいレポートの場合は文章に組み入れる情

報量が「型作文」に比べて段違いに多くなるため、文章全体の構成をより細分化して各部分の役割をは

っきりとさせるとともに、必要な情報の取捨選択や位置選択について意識的に取り組むことが欠かせな

いというべきであろう 28。レポートが構成に特に注意しなければならない所以であるが、序論・本論・

結論という文章を構成する基本的なモメントの役割と内容をよくよく検討するのはむろんのこと、これ

らのモメントの内部をさらに細分化して各部分の目的を明確化することは、その点ではレポートの書き

方を学習するものにとってはきわめて重要なポイントとなる。文章の展開上、論理的に矛盾することが

ないようにし、内容上の重複や反対に書きもらしのないようにするためには、まずは政策課題レポート

作成のための構想チャートを用意し、文章構成を可視化して俯瞰的に推敲できるようにしてやることが

効果的であろう。まずはその概要を確認しておきたい 29。 

政策課題レポートの構想チャートは「序論・本論・結論」の三部からなり、その分量はむろんレポー

トの課題枚数とテーマによって変わってくる。ただし、その基本的な内容と書式については変更する必

要がないので、分量については適宜調整するとしても、大概については以下のとおりとなろう。まず、
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「序論」においては、さしあたってこの部分がレポート全体のテーマを設定する場であること、すなわ

ち、本文の目的を明示して問題意識を説明する場であることを確認する。そして、この目的を可不足分

なく達成するために、さらに「背景説明・問題説明・方向提示」という三つのセクションからなること

を説明する。「背景説明」では、まずは本レポートのテーマを冒頭で提示し、次いで提示の理由を明らか

にする。そのうえで、問題理解の前提となる背景や現状についてごく簡潔に明記することにしたい。ま

ずは何が話題となっているのかを誤解のないように適切に表現することがこの部分の目的である。次い

で「問題提起」では、先に掲げたテーマについて、何がどのように問題となっているのかを確認したう

えで、扱うべき問題点を端的にまとめることが求められる。これは逆にいえば、これ以外の問題につい

ては扱わないということを言外に表現しているに等しく、テーマを限定するという意味でも非常に重要

な役割を負っているため、簡潔かつ正確に記載できるよう注意を促したい 30。そのうえで「方向提示」

においては、本文の概略を示して今後どのような流れで話題が展開していくのかを大まかなかたちで明

示することによって議論を枠付けする。そして、最後にテーマとなる問題について、どのような方向か

ら検討してみたいのか、どのような政策提言を打ち出すことになるのかをひとことで予示することが重

要となる。レポート全体の性格を決める部分となるので、ここでははっきりと方向性を示すことによっ

て、読み手に自身の関心を誤解なく示すとともに期待感を持たせられるよう表現するよう注意を促した

い。 

これをうけて展開される「本論」は、端的にいえば、「序論」と「結論」をつなぎ合わせることを目的

としている。つまり、「序論」で予示された方向性に合致する「結論」を引き出すために必要となる事実

とそこから導き出されるであろう見解を説明するべき個所になっているのである。そのため、ここでは

あらかじめ提示された見解を証明するための作業としての論拠の提示がくりかえされることになり、「結

論」へと至る議論の妥当性を確保するためにさまざまなアングルからの検討がなされていくことになる

であろう。より具体的には、その取り組みは「事実説明・報告意見・行動提示」の三つのセクションか

らなるといえる。まず、「事実説明」では、必要とされるデータや情報が議論の俎上にあげられることに

なる。その手順は、最初に取り上げられるデータの基本情報（データの名称、概要、典拠など）を確認

し（データ提示）、次いでデータに記載されている内容を提示したうえで（データ説明）、ここで示され

た内容から読み取りうることを簡潔に明示する（データ分析）というものである。そのうえで、「報告意

見」においては、以上のデータを根拠としてなしうる自身の解釈を提示するわけだが、この解釈が「結

論」を導出するためのモメントとなることを十分注意するようにしたい。そして、そのうえで「行動提

示」では、以上の議論をうけて、次の課題となるべきトピックを明示して話題を前進させていくことに

なるのである。「本論」はこうして三つのセクションのもとでひとつのデータに関する議論を展開し、質

量ともに「結論」の主張を提示するために十分な水準に達するまでこのサイクルをくりかえしていくこ

とになるのだ。してみれば、所期の目的を達するために、データを提示する順番もまた「本論」を構成

するにあたって重要な課題になるであろうし、取り扱うデータや議論の展開によって「節」や「章」に

区切って分節化をはかることも「本論」を構成するうえでは欠かせない作業になってこよう。構想チャ

ートでは、そのために本論を構成するのに必要とおもわれる情報を列挙したうえで、それらを優先順位

別に区分けし、最適に配置するためのシミュレーションをおこなえるようにしたいし、この点について

は実例を示しながら確実に理解を促すかたちで指導することが望ましい。 

そのうえで、最後に「結論」では、「本論」で示された論拠をもとにして最終的に導き出された見解を

明示する。この部分の構成は、たとえば二者択一か否かなど問題の種類によって若干変わってくるが、

いずれの場合も必ず「序論」の内容に呼応していなければならないという点では一致している。「序論」

にある問題提起や予示された方向性の内容とかみ合わない内容になるとレポート全体の論理性が損なわ
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れてしまうので、この点については特に意識するように指導したい。そのうえで、「結論」については、

「全体のまとめ・政策課題提言・残された課題」の三点に分類してその構成を確認しておこう。まず、

「全体のまとめ」では、レポート全体の議論の要点をきわめて簡潔にまとめたうえで、議論の成果とし

ての最終的見解＝結論を提示する。くりかえすが、この部分では特に「序論」との整合性を注意したい。

次に、「政策課題提言」では、先に提示した結論から導出されうる政策的な提言を何点かおこなう。テー

マの性質によってはこの部分は必要ないが、得られた結論が有用で説得的であることを示すためには提

言というかたちで自身の見解を提示することが望ましいといえるだろう。そして、最後に「残された課

題」では、ここでは取り扱えなかった課題、さらなる考察と検討が必要となる問題、議論をとおして新

たに浮かび上がってきた問題などを提示する。先にみたとおり、政治的問題に最終決着なるものが画し

がたい以上、ここで示された結論もまた一種の「途中経過」であるにすぎず、政策課題や政策提言はつ

ねに見直しの圧力にさらされている。そうである以上、一定の結論を得た時点であっても、自身の見解

を相対化して検討し続けることの重要性を自覚することはきわめて重要であるというべきであり、構想

チャートでもこの部分はその重要性の理由も含めて必ず検討させることにしたい。 

以上、政策提言のための構想チャートの内容についてみてきたが、ひととおり説明した後はいよいよ

学習者による構想チャートと政策提言レポートの作成ということになる。取り組みとしては、前節であ

げた政治的問題の三つのモデルにあわせて段階的にレポートの分量を多くしていくのが理想的であるよ

うにおもわれるが、いずれにしても学習者のレベルに合わせて柔軟に対応するのが適切であろう。なお、

構想チャート作成に際しては、上記の内容に加えて、いささか技術的なことながら、「序論・本論・結論」

をどの順番で検討するべきかを検討させ、本文全体が論理的に一貫したストーリーになるようくりかえ

し注意したい 31。「型作文」作成の際にも同様の指摘をしているが、情報量の多い文章を製作するにあた

っては、情報に振り回されて論旨が見えにくくなることが多くなるため、この点を意識させることが特

に重要となる。してみれば、構想チャートのみならずレポートについても、作成の途中から積極的にア

ドバイスを加えていくなどの指導が必要になってこようし、かたちになったものを何度も添削して形式

を整えていくよう指導することもまたぜひとも欠かせないというべきであろう。ただし、こうした能力

の育成にはそれになりの時間と経験値が必要であることを勘案するならば、ここでの指導は、目先の課

題達成にばかり意を用いるばかりでなく、学習者の今後へのモティヴェーションを高めること、少しで

も自力で問題を構成「できる」ようになったと実感させられるようにすることに重点を置くようにした

い。というのも、「書く」ことへのきっかけを与えることができれば、構想チャートを作成したりレポー

トを書いたりする能力は、さらにもうひとつの自己表現能力のトレーニングとの相互作用でさらに向上

させられるようになるからだ。章を改めて、次なる自己表現能力たる「話す」ことと「聞く」ことにつ

いてみていこう。 

 

4 十分条件としての問題解決能力の育成 

4.1 問題解決のための「話す」、「聞く」のために 

先述のとおり、主権者教育は、説明能力、構成能力、判断能力という三つの能力の育成をとおして論

理的思考力と批判的思考力を涵養することを目的としている。これまでにみた「書く」ことと「読む」

ことのトレーニングは、文字を媒介として政治的なものについて理解し発信するための知識と方法を涵

養しようとするものであり、主として前二者の能力をブラッシュアップするところにその眼目があった。

それらの取り組みは、自立した主権者を育成するためのいわば基礎条件にして必要条件になっており、

基本的な政治的知識の学習にもつながっているという点からすると、一定の根拠にもとづいてものごと
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の是非を判断する力としての判断能力を育成するための前提にもなっているといってよい。判断という

ことでいえば、もちろん先の取り組みのうちにも能力育成のためのモメントは多々見受けられるという

べきであろうが、こと政治の領域における判断が議論という他者とのコミュニケーションを要するもの

であることを勘案するならば、判断能力を涵養するには「書く」ことと「読む」こととはまた別の能力、

すなわち「話す」ことと「聞く」ことのトレーニングが欠かせないというのでなければなるまい。以下、

政治における「話す」能力と「聞く」能力を育成するうえでの基本的な注意点について確認したうえで、

リテラシー・トレーニングとしての主権者教育の最終段階にして十分条件をなすコミュニケーション能

力の育成のプロセスについてみていくことにしよう。 

「話す」能力と「聞く」能力をトレーニングするには、政治的問題を解決するためのコミュニケーシ

ョンの「文法」を学ぶとともに、その「文法」を実践して体得する必要がある。要は議論の仕方を経験

的に身につけることが課題になるわけだが、その際に目標とするべきいくつかのポイントについて確認

しておきたい。まず第一には、自身の見解を他者に対面しながら説明できるようにすることである。議

論の場においては、何がどのように問題になっているのかという問題意識を共有していないと効果的な

話し合いは望めないし、そのためには最低限相互の言葉が理解しあえるようにしなければならない。し

たがって、聞き手に誤解なく正確に理解してもらえるように話すことを心掛けるとともに、そのための

議論の組み立て方をしっかりと検討することが当たり前ながらきわめて重要なポイントとなる。こうし

てしっかりと「話す」ことができるようになるには、まずもって事前の準備を入念におこなうこと、聞

き手の様子をみながら話せるようにすることが必須であるため、指導にあたっては、まずは説明すると

いうことの目的と手段について自覚させるところに重点を置くことにしたい。また、「話す」ことが「で

きる」という実感は直接的に他者から自分が受け入れられているという感覚を伴う点で「書く」ことや

「読む」ことの達成感とはまた異なった自己肯定感を得ることにつながるため、参加意欲を高めながら

「できる」という感覚へと導けるよう配慮する作業がぜひとも欠かせない。「話す」能力をトレーニング

するにあたっては、さしあたり学習者に自信を持たせされるように準備を促し、話し方を教授すること

が大きな留意点となる。 

次に、「聞く」能力の基礎的なトレーニングとして、意見の相対性を自覚して多様な考え方を受け止め

られるようになることに意を注ぎたい。「話す」ということが自分の考えを他者に表明することを指すと

するならば、その考えを（むろん同意するという意味ではなく）受け止めることが「聞く」ということ

であって、それはつまり、他者の存在を認めるとともに受け入れるということをも意味している。先述

のとおり、政治がほぼ確実に対立する見方を伴わざるをえないものであり、単視眼的な見方ではなく複

眼的な考察を必要とする営為である以上、このことなくしては、そもそも政治的なコミュニケーション

など成り立たないといっても決して過言ではないのである。したがって、議論をおこなうにあたっては、

その前提として、まず「聞く」能力を涵養するための方法を意識させることによって、こうした環境を

整えてやる必要があるというべきであろう。そのためには、話し手の主張をまずは正確に理解できるよ

うにすることからはじまって、さまざまな見解が議論を構成しているということ、その各々が相対的な

意義をもつにとどまるものであることを意識するよう指導したい。より具体的には、聞こえてくる情報

を分節化しながら理解すること、とりわけ自身の見解との類似と相違を明らかにするかたちで整理する

こと、さらには他者の見解を理解するための「聞く」作業、すなわち聞き出すための質問の方法を紹介

して実践させることが考えられるが、何より多様な見解の存在意義をくりかえし確認させることがもっ

とも重要な取り組みとなってくる。また、「聞く」ことが「できる」ようになったという実感は、政治的

問題を他者と共通のステージに立って考えられるようになったという達成感を伴い、「話す」ことに劣ら

ず承認願望を満たしながら自己肯定感を強くしてくれる側面があるため、この部分についても指導にあ
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たっては意識する必要がある。 

最後に、「話す」能力と「聞く」能力の発展的トレーニングとして、他者の見解との比較検討のうえで

自身の見解を主張しながら解決策を見通せるようになることを目標としたい。議論において、自分の見

解を可能なかぎり筋道を立てて説明し、他者の立場を尊重しあうことはもちろんきわめて重要なファク

ターではあるが、議論を進展させて政治的問題を解決に導くには、それぞれの主張に吟味を加えていっ

て議論に一定の方向性を見通せるようにしてやる必要がある。つまり、提出された見解を比較検討した

うえで議論を深化させていくことが求められているわけで、そのためには、自身の見解と他者のそれと

の相違に注目し、自分の考え方や意見内容を相対化させつつ見直すことによってブラシュアップしたり

するなどして、相互の見解の修正や追加をはかれるようにする作業がぜひとも欠かせない。問題の解決

が単なる意見の押しつけに終わることなく他者との協働のうえではかられるべき性質のものである以上、

ここでは他者の見解の問題点を指摘して自説を押しとおすかのごとき態度は決して望ましいとはいえず、

相互に見解を競い合いながらも妥結点を探っていく態度と作法とが求められることになるのである。そ

のためには、「話す」能力と「聞く」能力という反対の方向をむいたベクトルをうまく使い分けることを

指導していくことが求められようが、安易に付和雷同することなく議論の目的にかんがみて根拠ある態

度表明が「できる」ように促していくことが課題になってこよう。議論するための能力を涵養するとい

うことは、畢竟他者との共生が欠かせない主権者としての望ましい人格を形成するためのトレーニング

をおこなうということを意味しているのである。 

 

4.2 ディベートによる対話 

今日、わが国のような民主主義体制のもとでは、政策決定は話し合いによる合議をとおしておこなわ

れるのが原則であり、「話す」能力や「聞く」能力を涵養することはかかる体制を維持し発展させるため

のいわば前提をなしている。してみれば、これらの能力を国民のあいだで「再生産」し続けられるか否

かによって、いわゆる民度のクオリティーは大きく変わってくるというべきであろうし、もう少し大げ

さにいえば、この国の将来もまた相当に左右されているというべきであろう。とはいうものの、そのト

レーニングのためには、可能なかぎり自身の能力の進歩が 

自己点検できるよう慎重にすすめるのが望ましい。そこで議論の方法を教授してその実践を指導する

にあたっては、ディベート（競技対話）とディスカッション（自由対話）のうち、最初は前者の方式を

採ることにしたい。もちろん、政策課題に関する議論はディスカッションの形式をとることが一般的で

あるが、自由対話形式の議論は知識とスピーチ能力の偏重による「知識と能力のヒエラルキー」が生じ

がちであるのに加え、様式上の制約がないためこうした偏差が大きいなかでの実施は議論を一種の同調

圧力の場にしてしまいかねない。そのため、かかる偏差を極力平準化して妥協についての学習ではなく

判断についての学習をおこなうために、「話す」能力と「聞く」能力の育成の第一歩として、さしあたっ

ては形式とルールが厳格に決まっているディベートをとおしてトレーニングしていくことにしよう 32。 

周知のとおり、ディベートとは、特定の政策論題について賛成者、反対者、判定者に分かれて一定の形

式（立論（各四分）、質疑（各二分）、第一反駁・第二反駁（共に各自二分）というのが一般的）のもとで

おこなう議論形式であり、プレゼンテーションをとおして互いの説得力を競い合うゲームである。最終的

には判定によって優劣を決することになるが、その判断基準はあくまでも主張の説得力の有無であって相

手の主張を突き崩して論破するところにあるわけでは決してない。その点、検事と弁護士が判事の面前で

自説を競い合う法廷の議論形式に似ていないこともないが、社会通念上の「正しさ」のような実質的な価

値にではなく、「話す」という行為に判断基準を置いている点で、より純粋に表現能力を重視するゲームに

なっているといえよう。こうしてひとつの問題について二項対立的に議論しあうディベートは、先述の三
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つの目標に取り組む第一歩としてはかなりの程度適しているといえる。というのも、このゲームでは、事

前に学習時間を確保したうえでおこなうプレゼンテーションの優劣を競うことになるため、入念に準備し

たうえで論理的に自己表現する機会が得られるばかりでなく、予習の時点で二つの正反対の見地をともに

学ぶことによって、意見の相対性や多様性を認識し体験できるようになっているからだ。競技対話である

だけに、問題解決へと議論を収斂させるという点ではやや当てはまらない部分もあるが、他者の主張と競

いあいながら自分の立場について弁じる経験をとおして政策判断するための能力を実践的に育成できる

という点では、やはり裨益するところが非常に大きい。自由対話を可能にするための予備的な取り組みと

して、しかもゲーム感覚で取り組める点はやはり魅力的であるというべきであろう。 

また、前章で作成を指示した政策課題レポートに関する話題をテーマとして採用することによって、

「書く」ことをとおして学んだ論理的思考や批判的思考を応用的に実践する場としてディベートを性格

付けることもできよう。先にふれたように、「書く」ことは「話す」ことを促すモメントになっているし、

逆に「話す」ことや「聞く」ことが思考や議論の明確化や細緻化へと結びついてふたたび「書く」こと

を促すといった具合に、両者を連動させることによって学習のサイクルを形成することがここでは望ま

しいといえる。たとえば、ディベートの準備学習の一環としてレポート構想チャートを賛成意見と反対

意見で二とおり作成させ、ディベートを踏まえて改善したうえで政策課題レポートの作成をさせるとい

うやり方なども有効であるといえよう。さらにそのレポートを活用してさらにディベートをおこなうこ

とによって、議論のクオリティーの向上を実感させるのもよいが、いずれにせよ、「書く」ことと「話す」

こと、「聞く」こととの往復活動によって学習が単なる点ではなく線として結びつけられることの意義は

非常に大きい。というのも、こうした自己表現能力の複合的なトレーニングは、より実践的な意味での

「できる」という実感と自己肯定感を高めるきっかけになるし、他者と関心を共有することで参加意欲

を高めるきっかけにもなりうるからだ。そういう次第で、ディベートを実施するにあたっては、まずは

指導する側がこれまでの学習との連続性を意識するのはむろんのこと、学習者にもこの点をくりかえし

注意するようにしたい。 

ディベートがこうした自己表現能力の総合的なトレーニングになっているということは、実際にこの

ゲームを試しにノーヒントでやらせてみればすぐに首肯されよう。先述のとおり、ディベートの勝敗は

第三者としての判定者が競技者の議論の説得力の優劣を判断することになるため、一見すると、「話す」

能力の差が決定的な役割を演じているようにおもわれるかもしれないが、実際にやってみればすぐにわ

かるように、立論の説得力は口のうまさだけで取り繕えるものでは決してない。もちろん弁が立つとい

うのは強みではあるものの、スピーチが論理的であるためにはあくまでも話の内容に論理性がなければ

ならないため、結局は口のうまさよりも「読む」ことと「書く」ことによる事前学習の程度の違いが決

定的にものをいうことになるのである。しかも、より多角的な情報収集と考え方を学ばせるべく、ディ

ベートでは、開始直前に各々が賛成者、反対者、判定者のどの役割を演じるのかを指定することになる

ため、事前学習を可能なかぎり綿密におこなうことがゲームを成り立たせるためにも非常に重要になっ

てくる。そのため、ディベートの指導をおこなうときには、まずはルール形式になじむべく一度試行さ

せたのちに事前学習として、テーマについての基本的な情報収集、賛成・反対のそれぞれの立場におけ

る議論の組み立て、説得力を持たせるための議論上の工夫、予想される反論の想定とその対策、反駁の

想定などを説明して実際に準備してみるよう促すことにしたい。具体的な取り組みをチェックするため

には、情報収集としてのレポート構想チャートをベースとするディベート準備チャートのようなものを

作成させるのも有効だろう。とくに取り組みの最初のうちは、知識による偏重がおこらないように事前

に準備状況をチェックすることが必須であるといえる。 

次に、実際のディベートに臨んでは、説得力のある話の仕方や議論の展開方法などをアドバイスする
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ようにしたい。「話す」ことの技術としては、なるべく視線を落とさずに聴き手の理解速度にあわせるテ

ンポではっきりと話すことを心掛けるようくりかえし指導する必要がある。というのも、人前で特定の

テーマについて論理的に「話す」作業になれていないと、どうしても視線が用意した資料や原稿に落ち

がちで、聞き手のペースにあわせて話を聞かせるというよりも、むしろモノローグ的になって一本調子

に原稿を読み上げるばかりになってしまいがちであるからだ。聞き手に語りかけて説得するには、当然

のことながら聞き手の理解と共感を促すことが必須であり、一聞で誤解なく正確に情報を伝達しつつ話

の魅力を印象付ける必要がある。そのためには、論理的な要点を簡潔に有用なものとして伝えるための

工夫をせねばならないが、これには先の「型作文」の要点から詳細へと情報を配置する手法が参考にな

ろう。また、「聞く」能力のトレーニングにも関係する話であるが、「話す」技術を向上させるには、他

者の話しぶりや語彙などからいいところを見て学びとることも欠かせまい。その点では、質疑や反駁の

ように実際に相手を観察しながら反応するよう求められている場面もよい教材となろうが、こうして「聞

く」作業をとおして彼岸の論点を整理し相違点を明確化することも「話す」ことにつながっているので

あって、ディベート中もこの点については注意しながら指導していけるようにしたい。 

ディベートをとおしてのトレーニングは慣れによって得られるものが多いため回を重ねることが欠

かせないが、効果的な取り組みのためにはディベートごとの事後のフィードバックが欠かせない。議論

の成果をフィードバックするには、自身の立論・質疑・反駁のあり方をふりかえって、何をするべきだ

ったのか、何をするべきでなかったのかをチェックしていくのはむろんのこと、上述のような学びあい

を促進するためにも、逆の立場であれば何をどのように説明したかという対戦相手の相互批評をおこな

うことが効果的だろう。また、第三者として議論を聞く立場にあった判定者のコメントも得るところが

大きい。もっとも、すでに終えた議論についてこうして反省するということは、同時に来るべき議論の

ための準備をおこなうということでもある。そのため、ふりかえりがそのまま今後の課題克服のための

論点整理としての役割を果たせるように、プレーヤーのあいだで情報を共有するとともに、その様子を

必ずディベート準備チャートに記録して次に活かせるように指導したい。また、何度かディベートで議

論をブラッシュアップしたあとは政策課題レポートを再度作成させて、どの部分で自分の意見や考え方

に進歩がみられたのかを明確化できるようにすることが望ましい。それらの作業をとおして、初回のデ

ィベートよりも、特定のテーマについて根拠もって自己表現できるようになったという実感を得られる

ように個々の取り組みと進捗状況をチェックしアドバイスを加えていくことがここではさらに必要とな

ろう。先述のとおり、「話す」ことの「できる」という達成感は「書く」こと以上に明確に参加意欲を高

める傾向があるので、各人が少しでも「できる」ようになったことを実感できるよう、実際のディベー

ト指導にあたっては何がどれくらい「できる」ようになったのかを指摘できるようにチェックしていく

ことにしたい。ディベートという「型」に沿って「話す」ことと「聞く」ことの能力向上が実感できる

ようになれば、トレーニングは次に「型」を外した議論としてのディスカッションの領域へと向かって

いくことになる。 

 

4.3 ディスカッションによる対話 

ディスカッションはディベートほど議論の「型」が厳格に決まっていない。扱われるテーマも必ずし

も二者択一的な内容のものとはかぎらないし、判定者が各自のプレゼンテーションの優劣を判定するわ

けでもない自由な対話である。それだけに、実のあるかたちでディスカッションをおこなえるようにす

るには、参加者にそれなりの「話す」能力と「聞く」能力が備わっていることが前提となる。ディベー

トでは、ルールにのっとって必要な情報を正確に表現すること、相手の主張を理解したうえで自説の利

点を引き立てるようにすることがポイントになっていたが、ここではそうした基礎的な自己表現能力と
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しての「話す」力と情報理解能力としての「聞く」能力を議論の展開に応じて臨機応変に使いこなせる

ようにしなければならないのである。また、ディベートがどちらかというと基礎的な自己表現能力とし

ての「話す」能力の育成に重点を置いていたとするならば、ディスカッションでは自由な対話をとおし

て自説を展開する必要に迫られるため、「話す」能力はむろん「聞く」能力の向上させることがより重要

になってこよう。さらにいえば、この「聞く」ことが「書く」、「読む」、「話す」能力のうえに立つもの

である以上、ディスカッションはこれまでに学習してきた自己表現能力が総合的に試される場であると

ともに、実践的にさらにブラッシュアップする場になっているといっても決して過言ではあるまい。以

下、この点を念頭におきつつ、リテラシー・トレーニングとしての主権者教育の締めくくりとしてのデ

ィスカッションのトレーニングについて確認しよう。 

ディスカッションのトレーニングをはじめるにあたって、まずはこの自由対話の目的とその枠組みに

ついて確認しておく必要がある。先述のとおり、ディスカッションにはディベートのような厳格なルー

ルはないが、かといって何ひとつルールのない討論形式であるわけでもない。その基本的な枠組みは、

議論をとおして問題解決のための具体案を提示するという政策課題にかかわるディスカッションの有す

る目的によってほぼ規定されている。話しあいをとおして特定の問題に対する一定の成案を得ようとす

るものである以上、ここでいうディスカッションは単に自説を主張しあうだけの場ではないし、自説の

正当性を弁じたてるために反対見解を一方的に論破して叩き潰すかのごとき場でもない。むしろ、その

ような独善的な態度を離れて、見解の相違を認識しつつも相互に提案しあい説得しあうことをつうじて

一定の妥結点を導き出すことこそが重要なポイントとなるのである。その際には、もちろん根拠なき追

従と歩み寄りではなく、論理的に整合性のある妥協点を見出すよう求められるため、ここでは自身の見

解と他者の見解の双方を明確にしたうえで類似点と相違点を整理し、特に相違点についての説得性を競

いあうといった具合に、議論の枠組みはディスカッションの目的に沿って事実上決まっているといって

よい。その概略はおよそ以下のとおりになろう。 

まず、ディスカッションをはじめるにあたって必要なことは、参加者間でテーマに関する情報を共有

することである。そのため、いきなり討論に入ることはせず、あらかじめ指定された人物が情報共有と

論点整理のための報告をレジュメ配布のうえでおこなうことが求められる。このレジュメづくりの詳細

については以下に述べるとして、次に、報告後はまず、テーマの確認と報告内容についての事実確認を

兼ねた質疑応答をおこなう作業を皮切りとし、何が今ここで検討するべき問題になっているのかという

点について共通了解を形成する。もっとも、問題の把握の仕方が見解の相違に結びついている場合が多々

あるため、問題理解の時点で意見の対立がある場合はその対立がどのような見解の相違に基づいている

のかを確認しておく。そのうえで、報告で示された論点整理を俎上にあげ、上述の問題理解をめぐる対

立も踏まえたうえで自由討論をおこなって検討するべき課題を抽出する。つまり、問題解決のために必

要となる検討課題に優先順位をつけて絞り込むことがここで求められる作業となる。そして最後に、か

かる課題への対応策について合理的な根拠にもとづく見解をだしあって、相互の見解の内容を比較検討

して意見の幅をすり合わせるなどしたうえで最終的な妥結点を構成するのである。 

このような流れでディスカッションができるようになるためには、事前にいくつかの指導が必要とな

ろう。まずは、事前学習の必要性を確認することである。ディスカッションでは自由な発言が許される

一方、そのためには事前学習による情報のインプットが必須となることから、「知識と能力のヒエラルキ

ー」を防ぐべく、学習者は事前に共通テーマの政策課題レポート作成を課して情報収集するよう指示し

たい。そのうえで、各人にレポートの情報を整理して報告用レジュメを作成させて論点整理も事前に各

自でおこなえるようにすることが望ましい（実際の報告は一名、全員にレジュメを作らせるため、実際

の報告者はディスカッションのはじめに指名する）。ところで、各自がレポート作成をとおして情報収集
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済みであるため、報告用のレジュメはあくまでもごく簡単な情報確認と論点整理をおこなうための小ペ

ーパーという程度の位置づけでよい。したがって、ここでのレジュメは、先述の「型作文」の「序論・

本論・結論」の形式を応用して「問題提起・問題概要・論点」とし、問題概要でデータを箇条書きの形

式で紹介したうえで、問題提起と論点はごく端的に短文でまとめるかたちで十分だろう。ディスカッシ

ョンも応用編となれば、このあたりの手続きは多少省略してもよいが、知識と能力の偏差を防ぎつつ「書

く」ことと「読む」ことが実際の議論で大きく役立っていることを実感させるためにも、当初は細かく

チェックを入れながら指導していくようにしたい。 

次に、トレーニングをはじめるにあたっては、いまひとつ、自由対話としてのディスカッションにお

ける議論の構成の仕方についてもあらかじめ確認しておく必要がある。議論の順番が時間配分も含めて

厳格に決められているディベートとちがって、ディスカッションでは議論の進行についてはこれといっ

た決まりがない。先述のとおり、テーマによって大まかな手順があるとはいえ、基本的には自由な意見

交換のうえに成り立つものであるため、かぎられた時間で有効な議論をおこなうにはそれなりの工夫が

求められよう。一般の事例に倣い、ここでも議論の円滑な進行のために司会者をおく（より多くの機会

を設けるために報告者とは別の人物としたい）が、司会者には二つの点、すなわち議論の円滑化と活性

化の双方を意識するよう指導したい。もっとも、円滑化といっても意見集約そのものを自己目的化して

議論を委縮させては元も子もないし、逆に活性化させすぎて収拾がつかなくなるというのもまた困るわ

けで、この両者を両立させることは決して容易ではない。そのため、最初は指導者が司会者となって議

論を順序よく導いていくための手順や言葉遣いを例示してみせることによって、参加者の同意をもって

問題解決を図るという議論の本来の目的を確認させるのが有効であるといえよう。司会者として他者の

意見を整理するということは慣れないうちは困難を伴うが、「できる」という実感が得られれば大きな自

己肯定感につながるだけに、可能なかぎり辛抱強くサポートしながら指導するようにしたい。 

なお、議論を構成する責任は、ひとり司会者だけが負っているわけではもちろんない。ディスカッシ

ョンのような自由対話においては、「話す」にせよ「聞く」にせよ、むしろ討論者の側に議論を活性化し

つつ前進させるための意識が求められるというべきであり、そのためのトレーニングとしては、問題解

決を話し合う場面での各人への反論の義務づけが有効となろう。ただ、ひとつ注意しておきたいが、こ

こでいう反論とは、むろん単なる難癖のごときものではないし、ましてや他者の見解を威圧的に否定し

て叩き潰してしまうかのようなたぐいのものでは決してない。それはむしろ、一定の論拠にもとづく意

見として提起されるべきものであり、他の討論者の発言を促すモメントたるのでなければならないので

あって、そのかぎりにおいて議論の活性化に資するものとなっているのである。したがって、反論する

にあたっては、他の討論者の見解のうち、合意できる部分とそうでない部分を分節化して何が問題なの

かを明確にしたうえで、自分の意見を「提案」というかたちで表明することによって、ほかの討論者た

ちのさらなる「提案」を引き出せるようにする必要がある。こうして何が合意できない問題になってい

るのかがクリアーになっていけば、問題となる話題がより明確になり、そこからさらに問題解決のため

の選択肢を提起してその妥当性の優劣を競いあうというかたちに議論を収斂させていくことができるよ

うになるであろう。このようなかたちで反論の活用法を学習することは、ディスカッションを口論にし

たり、一部の討論者の独壇場にしたりすることのないようにするためには非常に有用であるし、付和雷

同に流れる雰囲気を払拭して議論のクオリティーを高めながら成果をより具体化できるという点でも効

果的であるといえる。もちろん、反論ができるようになるには、表明された意見に対する素朴な疑問を

分節化して論理的に表現する力に加え、議論の流れを分析して効果的な問題提起として発言するタイミ

ングをみきわめる力も求められるためそれなりのトレーニングを要するが、自発的に「話す」というこ

とを促すためにも、事前の意識づけはもちろん実践中での指導もまじえて各人に習慣化させられるよう
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にしたい。 

以上の内容を踏まえてディスカッションを実施するにあたっては、学習者の取り組みを見守りつつも

要所とおもわれる地点で随時アドバイスをくわえ、議論の目的と方法を実践できるように指導していく

必要がある。ただ、学習者の自発的な参加が求められるケースであるだけに、指導にあたっては、各自

の興味と参加意欲を向上させるべく、議論の必要性と有用性のみならず「できる」ようになったという

実感の双方をつねに意識させ体感させられるようこまめに声をかけていくようにしたい。議論に関して

は慣れが能力向上につながる部分が大きいため、時間の許すかぎりくりかえし実施する必要があるが、

そのためにはディスカッションの後にしっかりとしたフィードバックをおこなうことが欠かせない。デ

ィベートの場合と同じく、まずは議論中の発言についての相互批評をおこなって個々の反省点を各自が

把握できるようにするにしたいが、ここでは議論全体の流れをふりかえってよかったところと改善の余

地のあるところをピックアップし、共通の課題についての改善策を次にむけて講じるところにアクセン

トを置くことが重要になってくる。このふりかえりをとおして、各自が今回「できる」ようになったこ

とと次回に「できる」ようになるべきことを把握して自身の課題を自分で設定できるようになれば、「書

く」、「読む」にはじまり、「話す」、「聞く」をとおしてふたたび「書く」、「読む」へとむかっていく「主

権者」の自己表現能力を涵養するサイクルは一応の完成をみることになる。最終的には、このサイクル

が自己肯定感と参加意欲を原動力として運動し続けられるように誘導していくことが、この局面におけ

る指導の課題となろう。 

 

5 むすびにかえて：今後の課題 

以上、リテラシー・トレーニングとしての主権者教育のプログラムの名実をごくごく大雑把なかたち

で考察してきた。ただ単に知識を教え込むだけではなく、「書く」、「読む」、「話す」、「聞く」といった基

本的な自己表現能力のトレーニングとおして、実際に主体的に意欲をもって考え発言できる「主権者」

を育成するというのがこのプログラムの趣旨であり、それによって主権者教育が負っている教育上の要

請と政策上の要請の双方に応答せんとするものであった。ここではそのための大まかな手順をみてきた

わけだが、内容的には現実のさまざまな制約を度外視した理念型のごときモデルをきわめて不十分なか

たちで羅列しているにすぎない。その点では、あくまでも主権者教育という重要なテーマについて考え

るためのひとつの覚書であるにすぎないし、考察をとおして問題解決のための道筋を立てたというより

も、むしろ解決するべき問題の数々を乱暴に掘り起こして並べているに過ぎないといえるかもしれない。

ただ、粗雑であるとはいえ、今後の主権者教育をこのようなかたちで検討するにあたっての問題点や課

題については、直接的にせよ間接的にせよ、少なからず指摘できたのではないかとおもうし、今もって

迷走気味の主権者教育に関する議論に対しては一定の見解を提示できたのではないかと考えている。教

育学を専門としているわけではない身の上であり、教育論の稚拙さについては重々承知しているところ

であるが、政治教育に携わるものの一員として、今後の取り組みのためにも、以上の議論から抽出され

る検討課題について最後に簡単に整理しておきたい。 

まず、以上にそのあらましを述べたプログラムの一つひとつについて、実践をとおしてより具体化し

体系化していくことがあげられる。以上の議論は特定の学年を想定しているわけではないし、その内容

も漠然とトレーニングの概要を述べるにとどまっている。そのため、この内容を実践するとなると、学

習者のニーズにあわせて何をどこまでできるようにさせるのかといった具体的な目標を策定したうえで、

そのための指導法を日程と相談しつつ改めて検討していかなければならなくなってこよう。しかも、主

権者教育の対象は小学校から大学に至るまできわめて実に広範に及んでいるので、本来は学年が上がる
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につれて学習内容をグレードアップできるよう全体のスパンを考慮したうえで制度設計していくのが望

ましいというべきであろう。ただ、これだけ長大な制度設計となると、いきなり全体図を抽象的に提示

するよりも、各段階での実践をとおして得られた成果をもとにして、いわば定点観測をおこなうなかか

ら徐々に体系化していく方が迂遠ではあるが確実であるといえる。したがって、まずはさまざまな学年

での実践をとおして方法論を確立し、そこからさらに効率的かつ効果的な指導法を個々に検討していく

ことが、これからの課題になっているといえよう。これらの課題に十全に対応することはたやすいこと

ではないが、大学で政治学の概論講義を担当している身としては、今後、さしあたっては大学における

政治教育をリテラシー・トレーニングの形式に組み替えて実践するところからアプローチしていくこと

にしたい。 

次に、リテラシー・トレーニングとしての主権者教育のもうひとつの主題である自己肯定感の向上と

参加意欲の増大のためのさらなる取り組みの必要性があげられよう。この取り組みのために、本論では、

基本的な自己表現能力のトレーニングによる自己肯定感向上のためのアウトラインを示してきた。まず

は「書く」ことと「読む」ことをとおして自分自身のうちに「できる」という実感をもたせること、次

いで「話す」ことと「聞く」ことをとおして他者からの承認というかたちで「できる」という実感を共

有させることがそれであるが、これらを効率的かつ効果的におこなうためのより具体的な方法論の確立

は今後の切実な課題であろう。というのも、「できる」という学習の達成度の実感を個人レベルで指導者

が確認していけるようにするためには、個別指導をとおして個々人の状況を的確に把握していくことが

必要不可欠であり、指導する側にとって過大な負担とならないようにするには的確なマニュアル化が必

要となってくるからだ。「型作文」、読書カード、問題構成チャート、政策課題レポートのためのチャー

トなどの教材開発とその運用方法をはじめ、ディベートやディスカッションになじませるための誘導方

法など、そのために詰めていかなければならない問題は数多い。また、それらの方法論的な取り組みは、

政治的なものへの参加意欲の増大に結びつくようにせねばならないため、学習者の興味と関心に合致さ

せるような政治的情報の伝達という点でも相当な工夫の必要がある。どのような内容のものをリテラシ

ー・トレーニングにあたってのテーマとするかといった教材研究も疎かにできない課題なのである 33。 

最後に、これがもっとも重要にして困難な課題であるが、政治的有効感覚を引き出すための取り組み

があげられる。本論では、自己表現能力のトレーニングをとおして、粘り強く考える能力を涵養してア

パシー的な短慮を防ぐことに意を用いてきたものの、政治的有効感覚を向上させるための積極的な内容

となるとほとんど触れることができなかった。そのため、この問題については今後の検討課題というほ

かないが、リテラシー・トレーニングとしての主権者教育のプログラムを具体化するにあたって、本論

の冒頭で触れた体験型学習を組み込んでいくことがそのための一助になるといえよう。個人の「できる」

という感覚を社会的な意味での「できる」という感覚にリンクさせるには、自己表現をともなう活動が

実際の政治的ダイナミズムのファクターになっているということを明示して理解させる必要があるため、

政治の現場を見学させ体験させることがきっかけとしてはやはり望ましいのである。たとえば、模擬選

挙や模擬議会にはじまり、実際の選挙活動の見学、議会や国会の傍聴、政治的当事者への直接のインタ

ヴューに加え、地域のコミュニティ（商店街など）への政策提言といった実際の社会参画などを、「書く」、

「読む」、「話す」、「聞く」という一連の自己表現能力のトレーニングに結びつけておこなえるようプロ

グラミングすることは大いに検討に値する。いずれにせよ、政治が隔絶した世界の物語ではなく自分を

取り巻く日常生活に深くかかっているということを実感させ、適切なはたらきかけによって柔軟に動い

ていく流動的な営みであることを理解させるとともに経験させることが、リテラシー・トレーニングと

リンクするかたちで必要になっているというべきであろう。その具体的な構想については、上記の二つ

の課題とあわせて検討していくべきテーマである。 
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今後取り組むべきものとしてここで三つの課題をあげてみたが、いずれも「主権者」という人間を作

り上げていくプロジェクトにふさわしいテーマ、まさしく人格形成にかかわる抜き差しならぬ難問ぞろ

いであるといえよう。すでにみたように、リテラシー・トレーニングとしての主権者教育は自分の考え

を適切に表現できる人間、しかも、自発的に他者とのコミュニケーションを形成しようとする意欲をも

った人間を養育せんとするものであり、それだけに人格形成という領域にまで踏み込んだ対応をつねに

要求されつづけるべき教育的プロジェクトになっているのである。しかし、逆にいえば、このような大

がかりな取り組みであればこそ、民主主義社会が衆愚政治やポピュリズムに堕することなく発展し続け

るための「良き市民」を「生産」する試みとして機能しうるのであって、まさしくこの点こそ主権者教

育の政治的なレーゾン・デートルがあるというのでなければなるまい。それは若年層投票率の向上とい

う短期的な目標のはるか彼方に民主主義社会を維持し発展させるというきわめて遠大な目標を負ってい

るのである。そして、そうであるがゆえに、ひとり学校教育の現場のみならず、社会全体でそのあるべ

き姿を検討しサポートしていくのでなければならない取り組みになっているのだ。してみれば、かかる

教育的プロジェクトは、その成否が社会全体のこれからを占ううえで決定的な意味を帯びているという

意味で、すぐれて政治的なプロジェクトにもなっているといえよう。そうした意味での主権者教育に取

りかかろうとするものは、この政治的課題としての性質を広く社会に啓発していく作業をも課題とする

のでなければならないのである。 
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